
 
貸 借 対 照 表 

 

 

(令和５年３月31日現在) 
(単位：百万円) 

 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 99,913 流 動 負 債 90,120 

現 金 及 び 預 金 934 支 払 手 形 61 

受 取 手 形 5 電 子 記 録 債 務 20,566 

電 子 記 録 債 権 1,353 買 掛 金 55,773 

売 掛 金 64,691 短 期 借 入 金 3,900 

商 品 21,337 一年以内返済予定長期借入金 321 

前 渡 金 362 未 払 金 3,726 

前 払 費 用 58 リ ー ス 債 務 7 

未 収 入 金 7,298 未 払 法 人 税 等 640 

短 期 貸 付 金 352 未 払 消 費 税 等 57 

そ の 他 3,874 賞 与 引 当 金 236 

貸 倒 引 当 金 △355 そ の 他 4,827 

固 定 資 産 15,822 固 定 負 債 3,556 

有 形 固 定 資 産 4,849 長 期 借 入 金 1,728 

建 物 1,351 リ ー ス 債 務 3 

構 築 物 30 繰 延 税 金 負 債 799 

機 械 装 置 110 退 職 給 付 引 当 金 781 

器 具 備 品 241 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 139 

土 地 3,088 そ の 他 104 

リ ー ス 資 産 10   

建 設 仮 勘 定 16 負 債 合 計 93,677 

無 形 固 定 資 産 163 純 資 産 の 部 

ソ フ ト ウ エ ア 87 株 主 資 本  18,188 

電 話 加 入 権 15 資 本 金 2,486 

そ の 他 61 資 本 剰 余 金 1,506 

投 資 そ の 他 の 資 産 10,809 資 本 準 備 金 1,475 

投 資 有 価 証 券 7,498 そ の 他 資 本 剰 余 金 31 

関 係 会 社 株 式 199 利 益 剰 余 金 14,194 

出 資 金 3 利 益 準 備 金 137 

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 381 そ の 他 利 益 剰 余 金 14,057 

差 入 保 証 金 2,805 評 価 ・ 換 算 差 額 等 3,870 

そ の 他 168 その他有価証券評価差額金 3,870 

貸 倒 引 当 金 △248 純 資 産 合 計 22,058 

資 産 合 計 115,736 負 債 ・ 純 資 産 合 計 115,736 



 
損 益 計 算 書 
 

 

( 令和４年４月１日から 
令和５年３月31日まで ) 

(単位：百万円) 
 

科            目 金        額 

売 上 高  301,946 

売 上 原 価  287,690 

売 上 総 利 益  14,255 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  12,246 

営 業 利 益  2,008 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 187  

仕 入 割 引 314  

情 報 手 数 料 416  

雑 収 入 250 1,168 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 20  

雑 損 失 33 54 

経 常 利 益  3,123 

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 24 24 

税 引 前 当 期 純 利 益  3,147 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  975 

法 人 税 等 調 整 額  11 

当 期 純 利 益  2,161 



 
株主資本等変動計算書 
 

 

( 令和４年４月１日から 
令和５年３月31日まで ) 

(単位：百万円) 
 

 株        主        資        本 

 
資 本 金 

資本剰余金 利益剰余金 

 資本準備金 その他資本剰余金 利益準備金 

当 期 首 残 高 2,486 1,475 31 137 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当     

当 期 純 利 益     

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額) 

    

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― 

当 期 末 残 高 2,486 1,475 31 137 

  

 株主資本 評価・換算差額等 

純 資 産 合 計 
 利益剰余金 

株主資本合計 
そ の 他 
有 価 証 券 
評 価 差 額 金  その他利益剰余金 

当 期 首 残 高 12,276 16,406 3,623 20,030 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当 △379 △379  △379 

当 期 純 利 益 2,161 2,161  2,161 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額) 

  247 247 

当 期 変 動 額 合 計 1,781 1,781 247 2,028 

当 期 末 残 高 14,057 18,188 3,870 22,058 



 
個 別 注 記 表 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (イ)子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

 (ロ)その他有価証券 

① 市場価格のない株式等以外のもの… 時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理 

し、売却原価は、移動平均法により算定） 

② 市場価格のない株式等……………… 主として移動平均法による原価法を採用しております。 

 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商     品 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定） 

 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

(イ) 有形固定資産 （リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

 取得原価が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、３年間で均等償却しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ３～50年 

構築物 10～40年 

機械装置 ７～17年 

器具備品 ２～20年 
 
(ロ) 無形固定資産 （リース資産を除く） 

 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法、それ

以外の無形固定資産については定額法を採用しております。 

(ハ) リ ー ス 資 産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

(4) 引当金の計上基準 

(イ) 貸 倒 引 当 金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(ロ) 賞 与 引 当 金 

 従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しておりま

す。 

 (ハ)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、計上し

ております。 

 退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 
 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 
 数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（９年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理
しております。 

 (ニ)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 



(5) その他 

  (イ)収益及び費用の計上基準       

当社は、医薬品等の販売を主な事業内容としております。これら商品の販売については、顧客へ

の商品を引き渡した時点で、商品への支配が顧客に移転し、履行義務が充足されることから、当該

時点で収益を認識しております。 
収益は、販売契約における対価から販売数量又は販売金額等に基づくリベートや値引等を控除し

た金額で算定しており、また、顧客に返金すると見込んでいる対価を合理的に見積り、返金負債と

して認識しております。 
なお、当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。 
取引の対価は履行義務を充足してから 1 年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれており

ません。 
 

Ⅱ 会計方針の変更 

    (1)(時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用) 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号  2021年６月17日。

以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準

適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな

会計方針を将来にわたって適用することといたしました。 

 これによる影響はありません。 

 

Ⅲ 会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に 

係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

 

商品   21,337百万円 

 

Ⅳ 会計上の見積りの変更に関する注記 

退職給付に係る会計処理における数理計算上の差異の費用処理年数について、従業員の平均残存勤

務期間が短縮したため、当事業年度より費用処理年数を当社は10年から9年に変更しました。 

この変更により、当事業年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ10百

万円減少しております。 

 

Ⅴ 貸借対照表に関する注記 

 (1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

  ① 担保に供している資産 

有 形 固 定 資 産  3,562百万円 

投 資 有 価 証 券  893百万円 

計  4,455百万円 

  ② 担保に係る債務 

短 期 借 入 金  2,022百万円 

長 期 借 入 金  860百万円 

仕 入 債 務  2,706百万円 

計  5,589百万円 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,372百万円 

 
(3) 偶 発 債 務 

 関係会社の債務に対し保証を行っております。 

日野薬品工業㈱（金融機関からの借入） 380百万円 

計 380百万円 

 

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。 

① 短期金銭債権  2,237百万円 

② 短期金銭債務  1,464百万円 

③ 長期金銭債権  381百万円 

 

 (5) 親会社株式の各表示区分別の金額 

 固定資産（投資その他の資産） 33百万円 



Ⅵ 損益計算書に関する注記 

  関係会社との取引高 

① 売 上 高    2,689百万円 

② 仕 入 高  18,469百万円 

③ その他の営業取引高 36百万円 

④ 営業取引以外の取引高  

  営業外収益 60百万円 

 

Ⅶ 株主資本等変動計算書に関する注記 

 (1) 当事業年度の末日における発行済株式の数 

普通株式 14,072,100株 

 

 (2) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

① 配当財産が金銭である場合における当該金銭の総額 

     379百万円 

 

Ⅷ 税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産の発生の主な原因は、未払金、棚卸資産評価損、賞与引当金、退職給付引当金の否認

等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額、圧縮記帳積立金であります。 

 

Ⅸ リースにより使用する固定資産に関する注記 

 貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機、営業車両等についてはリース契約により使用

しております。 

 

Ⅹ 金融商品に関する注記 

 (1)金融商品の状況に関する事項 

当社は、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。 

受取手形、電子記録債権、売掛金、未収入金に係る顧客の信用リスクは、与信管理の手続に沿っ

てリスク低減を図っております。また、投資有価証券は株式のみであり、上場株式については四半

期ごとに時価の把握を行っています。 

借入金の使途は主として運転資金であります。 

 

 (2) 金融商品の時価等に関する事項 

令和５年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について 

は、次のとおりであります。 
また、現金及び預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、未収入金、支払手形及び買掛金、電子

記録債務並びに短期借入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、注
記を省略しております。 
 

(単位：百万円) 

 
貸借対照表 
計上額（*） 

時価（*） 差額 

    

(1) 投資有価証券    

その他有価証券 7,211 7,211 ― 

    

(2) 長期借入金 (1,728) (1,716) △11 

    

(*) 負債に計上されているものについては、( ）で示しております。 
 
（注）市場価格のない株式等（貸借対照表計上額286百万円）は、「(1)投資有価証券 その他有価証 

券」には含めておりません。 

 

 

 

 

 

 



(3)金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の 

３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定 

した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを使用 

して算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット 

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。 

 

①時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債 

 

(単位：百万円) 

区分 

時  価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

     

 投資有価証券     

その他有価証券 7,211     ―    ― 7,211 

     

 
②時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債 
 

(単位：百万円) 

区分 

時  価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

     

長期借入金     ― (1,716)    ― (1,716) 

     

 
 
(注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明  

投資有価証券 
これらの時価については、取引所の価格によっております。上場株式は活発な市場で取引されて 

いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。 
長期借入金 
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率 

で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ⅺ 収益認識に関する注記 

１ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報                                                                                                
                      
(単位：百万円) 

財又はサービスの種類 顧客との契約から生じる収益 

医薬品 113,817 

健康食品 69,731 

衛生医療・介護・オーラル用品 34,287 

ベビー用品 13,179 

日用品・軽衣料 16,109 

菓子・食品 9,136 

化粧品 38,124 

その他分類 7,560 

合計 301,946 

 
2 収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅰ重要な会計方針に係る事項 (5)その他 (イ)収
益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

Ⅻ １株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 1,567円55銭 

(2) １株当たり当期純利益 153円58銭 

 

ⅩⅢ 重要な後発事象 

 該当事項はありません。 


	Ⅰ　重要な会計方針に係る事項
	(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
	(イ)子会社株式及び関連会社株式
	(ロ)その他有価証券

	(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
	(3) 固定資産の減価償却の方法
	(4) 引当金の計上基準
	(ハ)退職給付引当金
	(ニ)役員退職慰労引当金

	(5) その他
	(イ)収益及び費用の計上基準

	(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
	①　担保に供している資産
	②　担保に係る債務

	(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
	(5) 親会社株式の各表示区分別の金額

	Ⅵ　損益計算書に関する注記
	Ⅶ　株主資本等変動計算書に関する注記
	(1) 当事業年度の末日における発行済株式の数
	(2) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
	①　配当財産が金銭である場合における当該金銭の総額


	Ⅷ　税効果会計に関する注記
	Ⅸ　リースにより使用する固定資産に関する注記
	Ⅹ　金融商品に関する注記
	(1)金融商品の状況に関する事項
	当社は、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。
	受取手形、電子記録債権、売掛金、未収入金に係る顧客の信用リスクは、与信管理の手続に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は株式のみであり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。
	借入金の使途は主として運転資金であります。
	(2) 金融商品の時価等に関する事項

	Ⅺ　収益認識に関する注記
	Ⅻ　１株当たり情報に関する注記
	ⅩⅢ　重要な後発事象

